
平成16年 3月期 　 個別中間財務諸表の概要    平成15年11月13日

上場会社名 コマニー株式会社 上場取引所 　名

コード番号    7945 本社所在都道府県 　石川県

( ＵＲＬ http://www.comany.co.jp/ )

代　　表　　者　役職名　代表取締役社長 　　氏　名　塚本　幹雄

問合せ先責任者　役職名　執行役員経営管理本部副本部長兼総務部責任者

　　　　　　　　氏　名　宮本　勝次 　　ＴＥＬ　(0761) 21 - 1144

中間決算取締役会開催日　　　平成15年11月12日 　　中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　　　　平成15年12月 5日 　　単元株制度採用の有無　有 (１単元　1,000 株)

１. 15年 9月中間期の業績 (平成15年 4月 1日 ～ 平成15年 9月30日)
(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 12,985 9.9 371 376.2 174 84.9
14年 9月中間期 11,811 0.1 77 △ 83.0 94 △ 78.7
15年 3月期 25,708 173 198

百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 113 283.5 10.24
14年 9月中間期 29 △ 86.2 2.60
15年 3月期 41 3.68
(注) 1.期中平均株式数         15年 9月中間期      11,132,627 株     14年 9月中間期      11,420,576 株

                              15年 3月期          11,310,164 株  

     2.会計処理の方法の変更　　 無

     3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
　(注) 15年 9月中間期　中間配当金の内訳

円　　銭 円　　銭 　　　　記念配当　　― 円 ― 銭

15年 9月中間期 9.00 － 　　　　特別配当　　― 円 ― 銭

14年 9月中間期 9.00 －
15年 3月期 － 18.00

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 27,582 18,803 68.2 1,689.16
14年 9月中間期 27,587 18,923 68.6 1,657.08
15年 3月期 28,794 18,656 64.8 1,675.74
(注) 1.期末発行済株式数       15年 9月中間期      11,131,995 株     14年 9月中間期      11,419,925 株

                              15年 3月期          11,133,092 株

     2.期末自己株式数         15年 9月中間期         292,080 株     14年 9月中間期           4,150 株 

                              15年 3月期             290,983 株

２. 16年 3月期の業績予想 (平成15年 4月 1日 ～ 平成16年 3月31日)
　

期　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 26,000 640 440 9.00 18.00
(参考) １株当たり予想当期純利益(通期)　　39 円 53 銭 

※　業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、

　今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

当　期　純　利　益

１株当たり年間配当金１株当たり中間配当金

売   上   高 経　常　利　益

総  資  産

― 25 ―

株  主  資　本 株主資本比率

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

１株当たり株主資本

１株当たり年間配当金
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11 個別財務諸表等 
 
(1) 中間財務諸表 
 ① 中間貸借対照表 

(単位 千円) 

前中間会計期間末 

(平成14年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成15年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成15年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 

科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

  ％  ％  ％ 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産         

 １ 現金及び預金   2,501,462  3,549,592  1,450,604  

 ２ 受取手形   4,100,707  4,361,670  4,684,659  

 ３ 売掛金   4,703,429  4,494,799  6,308,966  

 ４ たな卸資産   801,335  935,123  1,171,970  

 ５ 繰延税金資産   85,508  291,360  209,634  

 ６ その他   553,961  805,101  662,250  

   貸倒引当金   △36,000  △89,000  △44,000  

  流動資産合計   12,710,405 46.1 14,348,646 52.0 14,444,085 50.2 

Ⅱ 固定資産         

 １ 有形固定資産 ※ 
1 
2 

      

  (1) 建物   3,185,621  2,950,225  3,031,026  

  (2) 機械装置   981,377  858,964  919,004  

  (3) 土地   3,479,896  3,394,202  3,394,202  

  (4) その他   600,101  500,742  527,751  

   有形固定資産合計   8,246,997 29.9 7,704,134 27.9 7,871,984 27.3 

 ２ 無形固定資産   755,239 2.7 636,767 2.3 703,889 2.4 

 ３ 投資その他の資産         

  (1) 投資有価証券   704,213  840,747  617,960  

  (2) 関係会社株式   2,692,906  2,692,906  2,692,906  

  (3) 関係会社長期貸付金   1,118,663  401,990  1,165,163  

  (4) 繰延税金資産   855,541  681,731  865,436  

  (5) 再評価に係る繰延税金 
    資産 

  35,362  ―  ―  

  (6) その他   902,015  872,948  905,576  

    投資評価引当金   △320,000  △530,000  △330,000  

    貸倒引当金   △114,000  △67,000  △143,000  

   投資その他の資産合計   5,874,701 21.3 4,893,323 17.8 5,774,042 20.1 

  固定資産合計   14,876,938 53.9 13,234,226 48.0 14,349,916 49.8 

    資産合計   27,587,344 100.0 27,582,873 100.0 28,794,001 100.0 
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(単位 千円) 

前中間会計期間末 

(平成14年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成15年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成15年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 

科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

  ％  ％  ％ 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債         

 １ 支払手形   671,432  737,763  847,432  

 ２ 買掛金   1,339,765  1,244,484  1,992,920  

 ３ 短期借入金 ※ 2 840,640  960,640  1,600,640  

 ４ 未払法人税等   136,653  49,201  ―  

 ５ 賞与引当金   310,000  340,000  180,000  

 ６ その他 ※ 4 915,009  1,092,732  1,060,237  

  流動負債合計   4,213,501 15.3 4,424,822 16.0 5,681,231 19.7 

Ⅱ 固定負債         

 １ 長期借入金 ※ 2 2,245,460  1,839,820  2,065,140  

 ２ 再評価に係る繰延税金 
   負債 

  ―  52,184  52,184  

 ３ 退職給付引当金   2,049,217  2,271,595  2,157,227  

 ４ 役員退職慰労金引当金   136,400  148,000  142,400  

 ５ その他   19,000  42,700  39,700  

  固定負債合計   4,450,077 16.1 4,354,300 15.8 4,456,651 15.5 

    負債合計   8,663,579 31.4 8,779,122 31.8 10,137,883 35.2 

         

(資本の部)       

Ⅰ 資本金   7,121,391 25.8 7,121,391 25.8 7,121,391 24.7 

Ⅱ 資本剰余金         

   資本準備金   7,412,790  7,412,790  7,412,790  

  資本剰余金合計   7,412,790 26.9 7,412,790 26.9 7,412,790 25.8 

Ⅲ 利益剰余金         

 １ 利益準備金   498,010  498,010  498,010  

 ２ 任意積立金   3,368,218  3,353,604  3,368,218  

 ３ 中間(当期)未処分利益   579,041  392,025  363,664  

  利益剰余金合計   4,445,269 16.1 4,243,641 15.4 4,229,893 14.7 

Ⅳ 土地再評価差額金   △48,834 △0.2 78,276 0.3 78,276 0.3 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   △4,301 △0.0 90,647 0.3 △43,968 △0.2 

Ⅵ 自己株式   △2,550 △0.0 △142,996 △0.5 △142,264 △0.5 

    資本合計   18,923,764 68.6 18,803,750 68.2 18,656,118 64.8 

    負債及び資本合計   27,587,344 100.0 27,582,873 100.0 28,794,001 100.0 
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 ② 中間損益計算書 
(単位 千円) 

前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日) 

期  別 
 
 
 
 

科  目 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

    ％  ％  ％ 

Ⅰ 売上高   11,811,896 100.0 12,985,622 100.0 25,708,316 100.0 

Ⅱ 売上原価   7,743,226 65.6 8,655,715 66.7 17,324,998 67.4 

   売上総利益   4,068,670 34.4 4,329,907 33.3 8,383,318 32.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   3,990,740 33.7 3,958,816 30.4 8,210,088 31.9 

   営業利益   77,929 0.7 371,090 2.9 173,229 0.7 

Ⅳ 営業外収益 ※ 1 59,448 0.5 64,777 0.5 127,367 0.5 

Ⅴ 営業外費用 ※ 2 43,111 0.4 261,549 2.1 102,128 0.4 

   経常利益   94,266 0.8 174,318 1.3 198,467 0.8 

Ⅵ 特別利益 ※ 3 40,000 0.3 ― ― 50,956 0.2 

Ⅶ 特別損失 ※ 4 40,550 0.3 28,137 0.2 171,472 0.7 

  税引前中間(当期)純利益   93,715 0.8 146,181 1.1 77,952 0.3 

  法人税、住民税及び事業税 ※ 6 110,000 0.9 20,000 0.1 100,000 0.4 

  法人税等調整額 ※ 6 △45,995 △0.4 12,236 0.1 △63,663 △0.3 

  中間(当期)純利益   29,710 0.3 113,945 0.9 41,615 0.2 

  前期繰越利益   549,330  278,080  549,330  

  土地再評価差額金取崩額   ―  ―  △124,501  

  中間配当額   ―  ―  102,779  

  中間(当期)未処分利益   579,041  392,025  363,664  
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 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

 １ 資産の評価基準及び評価方法 

  (1) 有価証券 

   ① 子会社株式及び関連会社株式 

     移動平均法による原価法 

   ② その他有価証券 

    ａ 時価のあるもの 

      中間期末日の市場価格等に基づく時価法 

      (評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

    ｂ 時価のないもの 

      移動平均法による原価法 

  (2) たな卸資産 

   ① 製品及び仕掛品 

     受注品については個別法による原価法、その他のものは先入先出法による原価法 

   ② 原材料 

     移動平均法による原価法 

   ③ 貯蔵品 

     最終仕入原価法による原価法 

 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

    建物(建物附属設備を除く)は定額法、その他の有形固定資産は定率法によっております。 

    また、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

    なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却する方

法によっております。 

  (2) 無形固定資産 

    営業権については、商法に規定する最長期間(５年)で、毎期均等償却しております。 

    また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。 

  (3) 長期前払費用 

    均等償却によっております。 

    なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

 

 ３ 引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  (2) 投資評価引当金 

    子会社等に対する投資により発生の見込まれる損失に備えるため、子会社等の財政状態を勘案し

て計上しております。 

  (3) 賞与引当金 

    従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当中間会計期間負担分を計上しております。 

  (4) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

    数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定率法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

  (5) 役員退職慰労金引当金 

    役員退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 
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 ４ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 ５ ヘッジ会計の方法 

  (1) ヘッジ会計の方法 

    特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理によっております。 

    また、為替予約等が付されている外貨建金銭債務については、振当処理を行っております。 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ① ヘッジ手段 

     金利スワップ取引及び為替予約取引を行うこととしております。 

   ② ヘッジ対象 

     金利及び為替相場等の変動により将来キャッシュ・フローが変動するリスクのある負債として

おります。 

  (3) ヘッジ方針 

    主として金利及び為替相場等の変動によるリスクを回避する為に、デリバティブ取引を利用して

おります。 

    なお、投機目的によるデリバティブ取引は、行わない方針であります。 

  (4) ヘッジの有効性評価の方法 

    ヘッジ手段及びヘッジ対象について、毎決算期末(中間期末を含む)に、個別取引毎のヘッジ効果

を検証しておりますが、ヘッジ対象の負債とデリバティブ取引について、元本、利率、期間等の条

件が同一の場合は、ヘッジ効果が極めて高いことから本検証を省略しております。 

 

 ６ その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

 

追 加 情 報 
 

(「総報酬制」による社会保険料の会社負担額) 

  平成15年４月から厚生年金保険・健康保険の保険料算定方式として「総報酬制」が導入されることに

伴い、賞与引当金に対応する社会保険料の会社負担額を前事業年度の下半期から流動負債の「その他」

として計上しております。 

  これにより、流動負債の「その他」の金額が37,600千円増加し、営業利益及び経常利益が35,921千円

減少しております。 
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注 記 事 項 
 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成14年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成15年９月30日現在) 

前事業年度末 
(平成15年３月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

10,131,104千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

10,462,427千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

10,256,529千円 
※２ 担保に供されている資産は次
のとおりであります。 

   建物 2,794,564千円 

   機械装置 930,195   

   土地 1,937,347   

    合計 5,662,107   

   上記に対応する債務は次のと
おりであります。 

   １年以内に 
   返済する 
   長期借入金 

546,600千円 

   長期借入金 1,369,900   

    合計 1,916,500   
 

※２ 担保に供されている資産は次
のとおりであります。 

   建物 2,638,522千円 

   機械装置 818,310   

   土地 1,937,347   

    合計 5,394,180   

   上記に対応する債務は次のと
おりであります。 

   １年以内に 
   返済する 
   長期借入金 

546,600千円 

   長期借入金 823,300   

    合計 1,369,900   
 

※２ 担保に供されている資産は次
のとおりであります。 

   建物 2,713,873千円 

   機械装置 874,346   

   土地 1,937,347   

    合計 5,525,567   

   上記に対応する債務は次のと
おりであります。 

   １年以内に 
   返済する 
   長期借入金 

546,600千円 

   長期借入金 1,096,600   

    合計 1,643,200   
 

   うち工場財団は次のとおりで
あります。 

   建物 2,794,564千円 

   機械装置 930,195   

   土地 1,345,099   

    合計 5,069,859   

   上記に対応する債務は次のと
おりであります。 

   １年以内に 
   返済する 
   長期借入金 

546,600千円 

   長期借入金 1,369,900   

    合計 1,916,500   
 

   うち工場財団は次のとおりで
あります。 

   建物 2,638,522千円 

   機械装置 818,310   

   土地 1,345,099   

    合計 4,801,932   

   上記に対応する債務は次のと
おりであります。 

   １年以内に 
   返済する 
   長期借入金 

546,600千円 

   長期借入金 823,300   

    合計 1,369,900   
 

   うち工場財団は次のとおりで
あります。 

   建物 2,713,873千円 

   機械装置 874,346   

   土地 1,345,099   

    合計 4,933,319   

   上記に対応する債務は次のと
おりであります。 

   １年以内に 
   返済する 
   長期借入金 

546,600千円 

   長期借入金 1,096,600   

    合計 1,643,200   
 

 ３ 偶発債務 
   下記関係会社の金融機関から
の借入に対し、債務保証を行っ
ております。 

  ㈱エー・ 
   ピー・エム 

9,384千円 

 

 ３ 偶発債務 
   下記関係会社の金融機関から
の借入に対し、債務保証を行っ
ております。 

  格満林(南京) 
  実業有限公司 

70,592千円 

 

 ３ 偶発債務 
   下記関係会社の金融機関から
の借入に対し、債務保証を行っ
ております。 

  ㈱エー・ 
   ピー・エム 

4,036千円 

 
※４ 消費税等の取り扱い 
   仮払消費税等と仮受消費税等
を相殺して、流動負債の「その
他」に含めて表示しております。 

※４ 消費税等の取り扱い 
       同左        

     ―――――― 
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息 5,234千円 
 

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息 4,998千円 
 

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息 10,272千円 
 

※２ 営業外費用の主要項目 

   支払利息 28,345千円 
 

※２ 営業外費用の主要項目 

   支払利息 30,597千円 

   投資評価引当 
   金繰入額 

200,000千円 

 

※２ 営業外費用の主要項目 

   支払利息 53,795千円 

   為替差損 22,737千円 
 

※３ 特別利益の主要項目 

   投資評価引当 
   金戻入額 

40,000千円 

 

     ―――――― ※３ 特別利益の主要項目 

   投資評価引当 
   金戻入額 

30,000千円 

   償却債権取立 
   益 

17,284千円 

 
※４ 特別損失の主要項目 

   工具器具備品 
   除却損 

4,796千円 

   有価証券強制 
   評価損 

35,332千円 

 

※４ 特別損失の主要項目 

   工具器具備品 
   除却損 

1,302千円 

   有価証券強制 
   評価損 

1,572千円 

   貸倒引当金繰 
   入額 

24,000千円 

 

※４ 特別損失の主要項目 

   建物売却損 40,227千円 

   土地売却損 24,365千円 

   工具器具備品 
   除却損 

16,076千円 

   有価証券強制 
   評価損 

55,720千円 

   貸倒引当金繰 
   入額 

29,000千円 

 
 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産 267,084千円 

   無形固定資産 126,149千円 
 

 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産 237,489千円 

   無形固定資産 136,374千円 
 

 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産 542,488千円 

   無形固定資産 258,437千円 
 

※６ 中間会計期間に係る納付税額
及び法人税等調整額は、当事業
年度において予定している利益
処分による圧縮積立金及び特別
償却準備金の積立て及び取崩し
を前提として、当中間会計期間
に係る金額を計算しておりま
す。 

※６     同左      ―――――― 
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12 リース取引 
 

前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 
１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

 
有形固定 
資産 
その他 

 合計   

 (千円)  (千円)   

取得価額 
相当額 

184,900  184,900   

減価償却累 
計額相当額 

120,698  120,698   

中間期末 
残高相当額 

64,201  64,201   

 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 
１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

 
機械 
装置 

 
有形固定 
資産 
その他 

 合計 

 (千円)  (千円)  (千円) 

取得価額 
相当額 

57,300  184,900  242,200 

減価償却累 
計額相当額 

10,626  151,515  162,141 

中間期末 
残高相当額 

46,673  33,384  80,058 

  

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 
１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末残
高相当額 

 
機械 
装置 

 
工具器具 
備品 

 合計 

 (千円)  (千円)  (千円) 

取得価額 
相当額 

57,300  184,900  242,200 

減価償却累 
計額相当額 

7,084  136,106  143,191 

期末残高 
相当額 

50,215  48,793  99,008 

 
２ 未経過リース料中間期末残高相
当額 

  １年以内 32,495千円 

  １年超 36,663   

   合計 69,159   
 

２ 未経過リース料中間期末残高相
当額 

  １年以内 40,756千円 

  １年超 43,336   

   合計 84,093   
 

２ 未経過リース料期末残高相当額 
 

  １年以内 39,945千円 

  １年超 63,919   

   合計 103,865   
 

３ 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

  支払リース料 19,486千円 

  減価償却費相当額 17,428千円 

  支払利息相当額 1,545千円 
 

３ 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

  支払リース料 21,813千円 

  減価償却費相当額 18,950千円 

  支払利息相当額 2,041千円 
 

３ 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

  支払リース料 45,804千円 

  減価償却費相当額 39,921千円 

  支払利息相当額 5,268千円 
 

４ 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ
っております。 

  利息相当額の算定方法 
   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法
については、利息法によってお
ります。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 
同左 

 
 
  利息相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 
同左 

 
 
  利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

13 有価証券 
 

前中間会計期間末(平成14年９月30日) 

 
   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当中間会計期間末(平成15年９月30日) 

 
   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末(平成15年３月31日) 

 
   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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